
貸与型奨学金等の返還免除・返還助成制度について
以下のとおり、奨学金の返還免除・返還助成制度についてご案内いたします。制度の詳細を確認のうえ、指定された手続（申請書類の作成、提出

等）を期日までに行ってください。

ご注意ください

　申請書類配付

　　⇒「申請書類配付」欄に○印のある団体のみ各キャンパス奨学金窓口で配付を行います

　　⇒○印のないものは各自で各団体に請求またはHPから申請書類を入手してください

　申請書類提出先

　　⇒各団体により、申請書類提出先が異なります。

番号

申

請

書

類

募集

対象者
団体名

助成額

（円）

返還助成又は免除

対象となる奨学金等
申請資格等 申請

書類

提出先

締切

1
学部生

大学院生

（※1）

和歌山県

商工観光

労働局

奨学金返還額に

相当する額

上限100万円

（※2）

①（独）日本学生支援機

構奨学金（一種・二種）

②その他貸与型奨学金

◆次の各項目いずれにも該当する者

①2023年3月卒業予定の大学生、大学院生

②和歌山県内の製造業、情報通信業の企業へ研究・技術開発職として就職を希望する者

③日本学生支援機構奨学金（一種・二種）その他奨学金の貸与を受けている者

※1）理工系・情報系・農学系・薬学系の学部・研究科に在籍する者

※2）対象企業に就職し3年経過後、原則として奨学金貸与機関に支払います

※対象就職先等の詳細は「UIわかやま就職ガイド」で検索のうえご確認ください

和歌山県

商工観光

労働局

2023年3月

卒業予定者

2022/

5/20

（必着）

2

学部生

大学院生

（※1）

大東市

返還額の1/2

ただし上限75,000円

（※2）

①日本学生支援機構奨学

金

②大阪府育英会奨学金

③大東市奨学貸与条例に

基づく奨学金

④大阪府母子・父子・寡婦

福祉資金のうち修学資金

⑤大阪府社会福祉協議会

生活福祉資金のうち教育支

援資金

公務員以外で次の要件を全て満たす人（④は（１）か（２）いずれか）

①大東市に住んでいる者

②大学・高校等在学中に奨学金の貸与を受け、その返還を遅延なく行っている者

③市税を滞納していない者

④

(1)大東市内に事業所がある中小企業に正規雇用され、かつ大東市内の事業所で働いている者

（2)保育士、幼稚園教諭、看護師、保健師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、社会福祉士、

介護福祉士、介護支援専門員、精神保健福祉士の免許を持ち、大東市内に事業所がある事業主に正

規雇用され、かつ、大東市内の事業所で資格に基づき働いている者

※詳細は「大東市未来人材奨学金返還支援補助金」で検索の上HPにてご確認ください

※1）卒業後に申請

※2）1年を上半期、下半期に分けた1期あたりとし、助成期間は最大（返還が始まった月から）8年間）

※3）1年を上半期（4～9月返還分）下半期（10～3月返還分）とする

大東市

【上半期】

該当年の

10/1

～

3/31

【下半期】

該当年の

4/1

～

9/30

（※3）

3
学部生

大学院生
高浜町

返還総支払額の1/2

最大200万円

①（独）日本学生支援機

構奨学金

②福井県大学奨学金

◆次の各項目いずれにも該当する者

①2021度に県内外の大学等を卒業する見込みの者

②2022年4月1日時点の年齢が33歳未満の者

③日本学生支援機構または福井県大学奨学金を受け、返還予定の者

④高浜町に定住する意思のある者

※詳細は「福井県高浜町」で検索のうえご確認ください

高浜町

2022/

3/31

（必着）

新潟県

2022/

3/31

（必着）

◆次の各項目いずれにも該当する者

①2022年3月卒業予定者

②2022年4月就職（研究者・技術開発職）予定者

③理工系学部在籍の学生

④日本学生支援機構の奨学金を受給し、返済予定のある者

※1）補助額、補助期間は各人の返済額および企業の制度によって異なります

※詳細はチラシ又は「奈良県奨学金返還支援事業」で検索の上、掲載の各企業の採用担当窓口までお

問い合わせください

奈良県 （※1）

5
学部生

大学院生
新潟県

交通費・宿泊費の

半額助成

（※1）

・居住地～滞在先までの交

通費（領収書必要）

公共交通機関

・滞在先（新潟県内）での

宿泊費

◆県外在住者が下記のいずれかに該当する活動において公共交通機関を利用し、住所地の新潟県内を

往復する場合の交通費及び宿泊費を補助する制度

①就職活動で、新潟県内の企業が県内で行う企業説明会に参加する者

②就職活動で、県内で開催される合同企業説明会に参加する者

③就職活動で、新潟県内の企業が県内で行う、採用試験または面接を受ける者

④新潟県内の企業が県内で実施するインターンシップ等に参加する者

※1）申請1回あたりの補助上限額は10,000円、申請は年度内に3回まで可能

※詳細は「新潟県U・Iターン学生交通費」で検索のうえご確認ください

4
学部生

大学院生
奈良県 （※1）

（独）日本学生支援機構

奨学金（第一種、第二

種）



6
学部生

大学院生

（一社）

えひめ若年人材

育成推進機構

交通費の助成

最高2万円

（※1）

・居住地～目的地までの往

復交通費（領収書必要）

・公共交通機関

◆県外在住者が下記のいずれかに該当する活動において公共交通機関を利用し、住所地の愛媛県内を

往復する場合の交通費を補助する制度

【対象となる就活】

・愛媛県内企業の採用面接、会社説明会、職場見学・体験、インターンシップ

・ジョブカフェ愛ｗｏｒｋ主催及び対象に指定する就職活動イベント（専用ＨＰに随時掲載）

・ジョブカフェ愛ｗｏｒｋの就職相談・就活セミナー

※1）申請は1人1回（その他機関から同様の趣旨の補助金がある場合は差し引いた金額）

※公務員試験、行政がインターンシップ先となる場合、教育実習、就職内定先での研修会は対象外

※詳細は「えひめ若年人材育成機構」で検索のうえご確認ください

社団

2022/

3/9

（必着）

◆県外在住者が下記のいずれかに該当する活動において公共交通機関を利用し、住所地の三重県津市

内を往復する場合の交通費を補助する制度

【対象となる就活】

・津市出身者（満18歳に達する日までに3年以上、津市に住民登録をしていた者で、就職活動実施時点

において、三重県外に住所を有している者）

・津市の区域内に主たる事務所（本社・本店）を有する企業、医療法人、社会福祉法人、および学校法

人への就職を希望して就職活動を行う者

・常時雇用される労働者となることを希望して就職活動を行う者

※1）申請は1人1回（2021/4/1～2022/3/31までに津市で行われた企業説明会の参加、筆記試

験、面接試験をうける者）金額についてはＨＰ参照

※官公庁などへの就職活動は対象外

※詳細は「津市ふるさと就職活動」で検索の上HPでご確認ください

※別途、ＵＩＪターン就職者に就職祝金50,000円の給付制度もあります

三重県

津市

2022/

3/31

（必着）

7
学部生

大学院生

三重県

津市

・交通費の助成

（※1）

・居住地～目的地までの往

復交通費（領収書必要）

・公共交通機関

2022/

2/25

（必着）

9
学部生

大学院生
熊本県 （※1）

・（独）日本学生支援機

構奨学金（第一種、第二

種）

・熊本県育英資金（大学

貸与）

・その他知事が認める奨学

金

◆次の各項目いずれにも該当する者

2023年度就職者の場合

①新卒予定者：4年制大学又は大学院に在学中で、2022年度に卒業・修了予定の者

②登録申請時点で参加企業（2020年度～2023年度就職者対象）に就業していない者

③登録申請時点で参加企業（2020年度～2023年度就職者対象）への就職が内定又は決定してい

ない者

④2023年度に参加企業に就職し、概ね10年以上継続して就業することを希望する者

⑤参加企業への就業期間中、熊本県内に居住する意思がある者（県外支店勤務に伴う転居等を除く）

⑥熊本県医師修学資金等を受給していない者

⑦同居親族が代表者又は役員を務める企業等に就職する予定でない者

⑧参加企業に就職した場合に制度を利用することを希望する者

⑨参加企業が採用のために実施する企業説明会等への参加を積極的に検討する者

⑩登録後、県が電子メール等で発信する企業情報等を受け取ることに同意する者

※1）支援金額は設定上限の範囲内で参加企業が設定します

　　　（大卒：上限244.8万円・院卒：上限456万円）

※2）参加企業への採用内定前日までに「くま活サポート」より申請が必要

※詳細は「くま活サポート」で検索し、登録のうえご応募ください

熊本県

2023/

2/28以前

（※2）

8
学部生

大学院生

和歌山県

海南市

上限100万円

（借入奨学金に相当する

額）

（独）日本学生支援機構

奨学金（第一種、第二

種）

◆次の各項目いずれにも該当する者

①令和5年3月に大学等を卒業予定の者で、日本学生支援機構の奨学金（一種もしくは二種）等を借り

入れている者

②申込期限までに申請を行った者

③海南市の指定を受けた登録企業が実施するインターンや説明会への参加を予定する者

④海南市の指定を受けた登録企業に、卒業後、海南市に住所を有し、正社員として3年以上勤務した者

⑤他の奨学金返還助成制度の対象となっていない者

※詳細は「海南市内企業就職促進奨学金返還助成事業」で検索のうえご確認ください

和歌山県

海南市

◆次の各項目いずれにも該当する者（指定地域枠と業種指定枠があります）

①大学院生、学部生の最終学年またはその1年前の学年で、就職先が決まっていない者

②【指定地域枠】指定地域（HPにて確認）への定住かつ企業・団体への就業を希望する者

　 【業種指定枠】指定業種のうち三重県内に本社がある企業・団体への就業かつ県内への定住を希望する

者

③常勤雇用または個人事業主として就業を希望する者

④日本学生支援機構第一種奨学金またはこれに準ずる奨学金を借り入れ、返還予定の者

⑤令和3年3月31日時点で35歳未満の者

※1）就業し、4年間居住後に助成金額の1/3を交付し、8年間居住後に残額を交付

※詳細は

「https://www.pref.mie.lg.jp/Kikakuk/HP/miesalon/74737039887_00002.htm」で検索の

うえご確認ください

三重県

2022/

3/7

（必着）

10
学部生

大学院生
三重県

返還総支払額の1/4

上限額　100万円

（※1）

・（独）日本学生支援機

構

第一種奨学金

・その他（第一種奨学金に

準ずる貸与奨学金）

2022/

2/28

（必着）

11
学部生

大学院生

愛媛県

松山市

年間返還額の2/3又は16.8

万円のいずれか低い額

（7年間で最大117.6万

円）

・（独）日本学生支援機

構奨学金（第一種、第二

種）

◆次の各項目いずれにも該当する者

①令和5年3月に大学又は大学院を卒業・修了予定の者

②現在、日本支援機構第一種奨学金又は第二種奨学金の貸与を受けている者

③愛媛県内の登録企業への就職を希望する者

※詳細は「愛媛県松山市奨学金返還助成」で検索しご確認ください

※登録企業は県HPに掲載予定（随時公開予定）

※助成金は、原則として日本学生支援機構に支払います（返還期間が短くなります）

愛媛県

松山市



◆申込日現在に、理学部、工学部若しくはこれらに準ずる学部、研究科等に在学し、次のいずれにも該当

する者

①日本学生支援機構の第一種奨学金又は第二種奨学金の貸与を受けている者

②令和３年度卒業予定者については、令和４年９月末までに、令和４年度卒業予定者については、令

和５年９月末までに、対象業種企業（※1）（機械電子産業）における、企画・開発、製造部門（技

術職）への就職を予定している者

③令和３年度卒業予定者については、令和４年４月初日を、令和４年度卒業予定者については、令和

５年４月初日を起点とした10年間のうち、８年間以上山梨県内に勤務し、かつ県内に定住する意向があ

る者

※詳細は「山梨県ものづくり人材就業支援事業」で検索しご確認ください

※1）対象業種企業についてはHPにてご確認ください

山梨県

2022/

2/28

（必着）

12
学部生

大学院生
山梨県

在学時に貸与を受けた額のう

ち卒業前２年間に貸与を受

けた額

（返還助成対象となる奨学

金貸与額のうち、卒業前2年

間に貸与を受けた額を上限と

して決定）

・（独）日本学生支援機

構奨学金（第一種、第二

種）

2022/

5～6月頃

14
学部生

大学院生
旭川市

旭川市に定着している期間

内に、対象の奨学金の返還

金として返済した金額の1/2

以内（上限あり）

（※1）

・（独）日本学生支援機

構奨学金　第一種奨学金

◆次の各項目いずれにも該当する者

①大学、大学院に在学中で、令和３年度に卒業・修了予定の者

②令和４年度に市内定着（旭川市内での就業（※2）及び居住）し、その後３年以上継続する意思

のある者

③日本学生支援機構第一種奨学金を貸与していた者

※詳細は「旭川市　奨学金返還支援」で検索しご確認ください

※在学中に旭川市へ「補助希望者」としての登録が必要です

※1）補助の対象期間は３年間を限度とする（年度ごとに補助金を交付する）上限はHPにてご確認くだ

さい

※2）旭川市内に本社又は主たる事務所の住所を有する法人又は個人事業主（公務員又はそれに準ず

る法人は対象外）

旭川市

2022/

3/31

（必着）

13
学部生

大学院生
山形県

（上限）

26,000円×48か月＝

1,248,000円

・（独）日本学生支援機

構奨学金（第一種、第二

種）

・市町村が実施する奨学金

・技能者育成資金

上記のうち市町村が指定す

る奨学金

◆次の各項目いずれにも該当する者

【やまがた若者定着枠】（卒業後、住みたい市町村が決まっている）

①山形県内の高校を卒業し、国内の大学等に在学している者

②県内に事業所を有する企業等に就業又は県内での創業を希望する者

③大学等を卒業後13か月以内に県内に移住・就業し、５年以上継続する見込みの者

④（独）日本学生支援機構の第一種奨学金又は第二種奨学金、市町村が実施する奨学金の貸与を

受けている者

◆次の各項目いずれにも該当する者

【産業人材確保枠】（登録企業に興味があるが、卒業後住みたい市町村が決まっていない）

①山形県内の高校を卒業し、国内の大学等に在学している者

②登録企業に就業を希望する者

③大学等を卒業後13か月以内に県内に移住・就業し、５年以上継続する見込みの者

④（独）日本学生支援機構の第一種奨学金又は第二種奨学金、市町村が実施する奨学金、技能者

育成資金の貸与を受けている者

※詳細は「山形県　奨学返還支援」で検索しご確認ください

※複数の枠に重複して応募することはできません

山形県

◆次の各項目いずれにも該当する者

①理工系学部生、理工系大学院生である者

②日本学生支援機構第一種（無利子）奨学金又は富山県奨学資金を貸与し、返還予定のある者

③対象企業に就職を希望する者

※詳細は「富山県　奨学金返還支援」で検索しご確認ください

※助成制度の利用にあたってはあらかじめの登録が必要です

※1）助成対象経費

　　　　　理工系学部生：奨学金総額のうち、２年間にわたり貸与を受けた奨学金総額

　　　　　理工系大学院生：大学院在学時に貸与を受けた奨学金総額（２年分）

　　　　その他上限等の詳細はHPにてご確認ください

富山県

2022/

3/31

（必着）

2022年2月16日

関西大学奨学支援グループ

15
学部生

大学院生
富山県 （※1）

・（独）日本学生支援機

構奨学金　第一種奨学金

・富山県奨学資金


